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なタオルの輸入急増(輸入浸透率は 2000 年に 50%を超しその後も上昇を続け、08 年には 80%に
達し、12 年まで 80％台が続いた。13 年以降は 79%前後で推移している)で多くのタオル製造業
 
表 1 タオル製造業の規模別事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移(規模計) 














製 造 品 
出荷額等 
/所 
製 造 品 
出荷額等 
/人 
  （人） （百万円） （百万円） (万円)
1995 703 7,926 165,222 235.0 2084.6 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
2000 651 5,822 115,162 176.9 1978.0 92.6 73.5 69.7 75.3 94.9 
2005 461 3,864 62,583 135.8 1619.6 65.6 48.8 37.9 57.8 77.7 
2010 400 3,202 44,872 112.2 1401.4 56.9 40.4 27.2 47.7 67.2 
2015 361 3,436 49,508 137.1 1440.9 51.4 43.4 30.0 58.4 69.1 
出処：工業統計調査(15 年は経済センサス活動調査)より作成 
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者が廃業・撤退することとなり、日本のタオル製造業は著しく縮小した。 
1986 年(3.31 現在)のタオル製造業者は 1,194 企業(個人経営を含む)あったが<「大阪タオル工業史」
P.93 第１表>、工業統計調査の細分類で「タオル製造業」が表示されるようになった 95 年以降 15
年までの 20 年間で、事業所数と従業者数は半減し(減少率―事業所数 48.6%、従業者数 56.6%)、
製造品等出荷額は３割(減少率 70.0%)まで減少している(表 1)。 
産地別の状況は、86 年の全国 1,194 企業の内、泉州地区を中心とする大阪が 618 社(51.8%)、
今治地区を中心とする四国が 432 社(36.2%)、北勢地区を中心とする中部が 81 社(6.8%)で、生産
量は四国が 47.2%、大阪が 40.9%、中部が 6.8%でこの 3 地域で企業数の 94.7%、生産量の 94.9%
を占めていた<「大阪タオル工業史」p.93 第 1 表>。しかし、2000 年代に入って、今治地区と泉州地区
を除いて産地と言える地区は消滅した*1。2015 年のデータ(経済センサス活動調査)では、従業員
数4人以上のタオル製造業事業所198所の内、今治地区が81所(40.9%)、泉州地区が62所(31.36%)、
従業者 3,072 人の内、今治が 1,541 人(50.2%)、泉州が 707 人(23.0%)、製造品等出荷額等 481 億円
の内今治が 235 億円(48.8%)、泉州が 133 億円(27.8%)を占めている。つまり、事業所数の 72%、
 
表 2 泉州産地、今治産地のタオル企業、生産量の推移 
  実数       指数(１９７０年=100)     














1960 289 5,368 148 … 62.3 20.1 45.7 … 
1965 402 17,231 308 … 86.6 64.5 95.1 … 
1970 464 26,734 324 28,648 100.0 100.0 100.0 100.0 
1975 666 28,398 494 28,814 143.5 106.2 152.5 100.6 
1980 679 36,586 473 37,660 146.3 136.9 146.0 131.5 
1985 554 37,487 431 47,583 119.4 140.2 133.0 166.1 
1990 442 40,731 391 48,710 95.3 152.4 120.7 170.0 
1995 286 30,772 280 40,333 61.6 115.1 86.4 140.8 
2000 200 18,614 218 27,309 43.1 69.6 67.3 95.3 
2005 141 11,491 156 13,643 30.4 43.0 48.1 47.6 
2010 103 8,845 125 9,851 22.2 33.1 38.6 34.4 
2011 104 8,951 121 10,014 22.4 33.5 37.3 35.0 
2012 101 8,986 119 10,020 21.8 33.6 36.7 35.0 
2013 102 9,067 117 11,146 22.0 33.9 36.1 38.9 
2014 100 8,704 116 11,298 21.6 32.6 35.8 39.4 
2015 98 8,202 113 11,439 21.1 30.7 34.9 39.9 
2016 95 8,583 110 12,936 20.5 32.1 34.0 45.2 
2017 88 8,443 107 11,468 19.0 31.6 33.0 40.0 
注：この外に非組合員事業者が、泉州産地で１割前後(17 年は 10 企業)、今治産地は 90 年代までは
10 企業を超えることがあったが 2000 年以降は 1〜4 企業(17 年は 4 企業)存在している。 
出所：泉州産地は大阪タオル工業組合資料、今治産地は今治タオル工業組合資料より作成 




の４県にすぎない。また、従業員数が 30 人を超えるのは、東京都(155 人)と三重県(96 人)、熊
本県(42 人)の３都県にすぎない<2014 年工業統計>。 
生産量で見ると、97 年度は全国の生産量(65,503t)の内、今治産地が 34,980t(シェア 53.4%)、
泉州地区 26,180t(40.0%)で、この２地区以外で 7%弱の生産があったが、2017年度は全国 19,912t、
今治 11,468t(57.6%)、泉州 8,443t(42.4%)で、両地区で日本の全生産量のほぼ 100%となっている<今
治タオル工業組合」統計資料>。この間、各地のタオル工業組合は解散していった(中部 04 年、九州




に急増し、83 年に最大の 694 に達した。その後は急減の道をたどり、95 年に 300 を、2000 年
に 200 を、15 年には 100 を切り、17 年末現在は 88 企業である。企業数は、最盛期の１割強(12.7%)
に縮小したのである。ただし、非組合員企業もある。86 年３月の組合員数は 562 であるが大阪
地区の企業数は 618 あった。非組合員企業が 56 で 1 割弱(9.1%)存在していたのである*3。17 年
末時点での非組合員企業は 10 企業(10.2%)である<今治タオル工業組合」統計資料>。つまり、非組合員
企業が 1 割前後存在しているのである。 
生産量は、90 年まで増加傾向にあり、90 年には４万トンを超えたが、96 年には３万トンを
割り、2000 年には２万トン、07 年には１万トンを切った。それ以降は漸減で 17 年は 8,443 ト
ンで、最大時の 1/5 に落ちこんでいる<大阪タオル工業組合提供資料>。 
今治産地の企業数は 76 年まで増加傾向であったが、その後減少傾向となり、1989 年に 400





傾向で、17 年は 11,468 トンであった。しかし、最大時に比べ 1/5 近くまで落ち込んでいる。 
 以下では、後晒を中心とする泉州タオル産地の特徴について述べる。 
 























































1986 年時点で、サイジング業者は 18、糸染業者が 18、後晒業者が 14 存在していた<「大阪タオ
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加工がおこなわれる。 
現在、泉州タオルメーカーと関係のある後晒染業者は、ダイワタオル協同組合、㈱フタバ和
歌山染工場、甚野染工㈱、大日本晒染㈱の 4 社である。フタバはタオルメーカー㈱フタバが 1966
に和歌山県に設立した晒染工場である。大日本は和歌山県に所在する 1957 年創業の資本金
1,000 万円、従業員数 80 名の晒染企業である。甚野は創業 1962 年、資本金 2,800 万円、従業員
数 65 名の企業である。 
この３社に比してダイワタオルはやや異質である。ダイワタオル協同組合は 1950 年に、ツバ
メタオル㈱を中心にタオルメーカー10 社の出資(出資金 450 万円、現在の出資金は 15,000 万円)
によって、タオル後晒の共同工場として設立された。組合員数は、51 年に５社が加入して 15
企業、その後増減が幾度もあり、最大時には 22 企業となった(99 年)。その後減少して現在は
15 企業である。ただし、減少の理由は、脱退ではなく倒産・廃業である。この間、設備の拡大、
機械装置の更新を繰り返しながら、事業内容の拡充も行ってきた(染色加工<58 年>、サイジン
グ<67 年、87 年に廃止>、ソフト加工<66 年>、プリント加工<78 年>等) <「ダイワタオル協同組合 50 年
のあゆみ」>。また、タオルへの様々な機能を付加する特殊加工を開発している(現在までに生み出







現在(18 年 3 月)は 100 名である。 
後晒職場は経験(熟練)と化学の世界である。同時にチームワークの世界である。ダイワタオ
ルで 21 歳から 45 年勤務した北川晃三(現顧問)は次のように述べている。「タオル加工の精度を
上げたり、ロスを少なくするためには、化学の知識が必要不可欠と感じた」「どこかの工程で少
しでも条件が変わると、思い通りの品質には仕上がりません。一つひとつの工程をすべてのス
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メーカー数の推移 
 泉州タオルのメーカー数(大阪タオル工業組合員数)は、すでに見たように、1960 年代に急増
し、83 年に最大の 694 に達した。その後は減少の道をたどり、95 年に 300 を切り、2000 年に
200 を切り、15 年には 100 を切り、17 年末現在は 88 企業である(表 2 参照)。企業数は、最盛期
の１割強(12.7%)に縮小したのである。ただし、非組合員企業がすでに述べたように 1 割弱(9.1%)





３人以下が 29%であるが、2015 年は 45%となっている。これは３人以下の事業所が増えたので
はなく、３人以下の事業所の減少率が小さく(19.7%)、４人以上の事業所の減少率が高かったか
らである。総数が 703 所から 361 所と大きく減少する中で、４～９人が 30%で、10 人未満の事
業所が７割を占めている。50 人以上は 10 事業所しかなく、100 人を超えるのはわずか２所しか
ない(表 3)。このようにタオル製造業は現在も小零細である。 
 泉州産地も例外ではない。83 年のデータでは 645 業者の内、従業員規模３人以下が 43.6%、
４～９人が 41.6%を占め、50 人を超える企業は８社(1.2%)しかなかった<「大阪タオル工業史」P.98 第 8
表>。2015 年の泉州地区<(工業統計の工業地区)>の４人以上の事業所は 62 で、従業者数は 707 人で、
1 事業所当たり 11.4 人あった。 
また、17 年末現在の組合員企業 88 社の従業者数は約 1,500 人、内雇用者数は 900 人で、そ
 
表 3 タオル製造業従業員規模別事業所数 
従業者規模




実数 構成比 実数 構成比
規模計 703 100.0 361 100.0 -48.6
3 人以下 203  28.9 163 45.2 -19.7
4～ 9 人 316  45.0 108 29.9 -65.8
10～19 人 90  12.8 48 13.3 -46.7
20～29 人 45  6.4 21 5.8 -53.3
30～49 人 20  2.8 11 3.0 -45.0
50 人以上 29  4.1 10 2.8 -65.5
注：95 年の 50～99 人の事業所 22 所、100～199 人が 6所、200～299
人が 1所、2015 年は 50～99 人が 8 所、100～199 人が 2所、200
人以上は０であった。 
出所:工業統計より作成(2015 年は経済センサス活動調査) 
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の内 2/3 はパートであるという<大阪タオル工業組合提供資料>。現在、WEB 情報*7で得られた 19 企業
の内、10 人以上の企業は９社、内 50 人以上は 3 社である。大半は 9 人未満の事業所で、業主
と家族従業者とパートで運営されているのが実情であろう。 
 また、資本金規模は、データが得られた 19 社の内、8000 万円が２社、2000 万円が３社、1500
～2000 万円未満が２社、1000 万円が８社、1000 万円未満が４社である。つまり、６割強は資




年の企業地域分布は表 4 のとおりである。66 年時点では旧佐野地区(旧佐野町)半数が立地して
おり、熊取地区(熊取町)が２割を占めており、その他の地域は３割であった。 
86 年には、新佐野地区(54 年に佐野市に合併した旧日根野村、長滝、上之郷村地域)が急増し
(企業数が 57 から 179 と３倍強)、３割強を占めた。増加した企業数(170)の８割強が新佐野地区
に立地したからである(創業年の分かる 30 企業の内、54 年以前の創業企業 14 社の内、９企業








表 4 泉州タオル製造企業の企業数(組合員数)と地区分布の変化 
  タオル製造業者(組合員)実数 地区別構成(%) 
  総数 旧佐野 新佐野 熊取 南部 北部 府外 総数 旧佐野 新佐野 熊取 南部 北部 府外 
1966 年 392 199 57 75 27 26 8 100.0 50.8 14.5 19.1 6.9 6.6 2.0 
1986 年 562 230 179 83 27 31 12 100.0 40.9 31.9 14.8 4.8 5.5 2.1 
2017 年 88 32 40 8 4 4 － 100.0 36.4 45.5 9.1 4.5 4.5 － 




出所：『大阪タオル工業史』 p.99 第 9 表、2017 年は大阪タオル工業組合「組合員名簿」より作成 
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経営形態－家業型経営－ 
 大阪タオル工業組合の現在の組合員は 88 企業あるが、その経営組織を見ると、個人企業 21、
法人企業 67(株式会社 39 社、有限会社 24 社、合資会社 4)で、法人組織が 3/4 を占めている。
しかし、その大半は、創業時は自営で、その後法人に転換したもので、その実態は小零細な「家





創業年が分かる 30 企業の内、1940 年以前創業が８企業、戦後の 46 年から 59 年までの創業




最も古い企業は 1903 年創業(野口産業㈱)、次いで 1907 年(神藤タオル㈱)である。そして家業
を継いで現在の代表が創業者の何代目子孫か分かる５企業の内、4 代目となるものが 16 年創業







と言っている<泉州タオル form 1887>。つまり、家業として代々続けてきているのである。 
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70 年のタオルの輸入量は 496t でしかなかったものが、75 年には 4,216t となり、97 年には
10,000t を超し、2000 年には、58,918t となり、日本のタオル生産量(48,569t)を上回った。その
後も増加傾向は続き、06 年には 84,567t と過去最大を記録している。以降７万トン台後半が続
いた。15 年以降は７万トン前後となっている(17 年は 72,071t)。他方、輸出は 70 年の 2,386t か
ら 73 年には 1,000t を割り(620t)、その後も減少を続け、87 年には 500t を切り(326t)、94 年には
200t を割り、一時的に 400 トン台を回復するが(99、2000 年)、その後は 100 トン台に低下し(100t
を切った年次もある)、回復の兆しは見えていない(17 年は 188t)。 
このような輸入増・輸出減は日本のタオル産業に大打撃を与え、タオル産業は、事業所数、
業者、従業者数、生産量の大幅な減少が生じ、日本タオル工業組合連合会がセーフガード(緊急


































・ベスト 23 グループとタオル格付協議会 




















66 年人青年部会が発足した。2004 年の青年部のメンバーは、34 人(特別会員５人を含む)、最
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年少は 1980 年生まれ(04 年時 23 歳)、最年長は 1959 年生まれ(45 歳、特別会員 55 年生、49 歳)
であった。つまり 45 歳以下が正会員であると思われる。04 年時の組合員数は 148 人であるか
ら、経営者の８割強は 50 歳以上であったと思われる。15 年時、青年部の最年少は 29 歳、その
次に若いのが 30 代半ば、次いで 40 代である*12と言うから、若い年齢層経営者の数は相当薄く
なっていると思われる。つまり経営者の高齢化が相当進んでいると思われる。 
・認知度アップの活動 
 認知度アップの活動の一つは、1999 年度から毎年開催されている 販売促進事業としての
「TOWEL BAZAR」と 03 年度からの「泉州こだわりタオル」ブランドによる展示会(08～10 年
度は大阪と東京で、11,12 年度は東京で、14～16 年度は大阪と東京で、17 年度は大阪 2 回、東
京 1 回)を開催している。また、2004 年 泉州タオルの日（8 月の最終日曜日）を制定、毎年キ
ャンペーン挙行している。また、07 年には、東京インターナショナルギフトショーに出展した。
15 年には JAPAN ブランド育成支援事業「泉州タオル国際化プロジェクト」発足させ、イタリ
ア・ミラノの国際見本市 HOMI 展に出品、SENSHU JAPAN TOWEL として国際デビューした。 
 なお、13 年度に泉州タオル 130 周年事業として、動画「泉州タオル from 1887」を青年部が
中心になって作成している。  
 もう一つは、タオル常設展示場・アンテナショップ「ＯＴCOLLETION」の設置である。こ













マーク利用希望で６社が組合に新規加入があった*15。13 年度のネーム使用枚数は約 100 万枚(地
域団体商標「泉州タオル」のネーム使用枚数は約 3,000 万枚)であった<繊維ニュース 2014.07.31>。17
年度の「泉州タオル」ネーム使用枚数は、総生産枚数の 1/3 程度に当たる 4,500 万枚出ている、




















出店や自社の HP でのネット販売を行っている企業も多くなった。 
自社ブランドの「こだわりタオル」を生産している企業は 30 社程度である。「泉州こだわり
タオル展」に出品している企業は毎年 20 数社(17 年は 21 社、10 年以降欠かさず出品している


























に 04 年時の青年部のメンバーの最年少は 1980 年生まれで、現在は 37 歳であるが、最年長の




























* 1 「おぼろタオル」生産を中心としていた北勢地区は､1908 年創業の資本金 2,500 万円、従業員 60 人強、
整経から検査まで一貫生産のおぼろタオル㈱が存在しているが、北勢タオル工業協同組合は 2003 年に解
散している。 
* 2 組合員は、メーカーのみで構成されており、サイジング業者、糸染業者、晒業者はメンバーではない。 
* 3 「大阪タオル工業組合史」p.97 第 5 表、p.99 第 9 表より算出 
* 4 松下隆「縮小産業における新基軸」長尾謙吉・本多哲夫編著『大都市圏の地域産業政策』CMUP ブッ
クレット No.46 逢坂公立大学共同出版会 2014 年 所収 p.18 
* 5 ダイワタオル協同組合パンフレット「安全性と高機能でタオル業界リードする」 
* 6 「大阪タオル工業組合史」p.97 第 5 表、p.99 第 9 表より算出 








*10 メンバーは、ベスト 23 のメンバー＋山野タオル工場、番久タオル(合)、㈱東進、矢倉染工場、(有)佛










*15 経済産業省製造産業局繊維課「繊維産業における先進的取組事例集」2011 年 12 月 
*16 毎年度違ったテーマを設定し、そのテーマに沿ったタオル(商品)を参加企業（毎年 20 企業強 
17 年は 21 メーカー参加）が開発している(毎年度 50～60 種になる 17 年度は 53 種)。各年度のテーマは以
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下の通りである。なぜか横文字が多い。国際化を意識しているのかもしれない。 
08 年 Luxury Towels 09 年 Cool Luxe 10 年 Fairy tale 11 年 Fountain 12 年 Marine cottage 13 年 
Cutie World 14、15 年 NIPPON no TOWEL 16 年 SENSHU TOWEL－ LUXURY TOWEL COLLECTION－ 
17 年 NIPPON no TOWEL－OSAKA LUXURY TOWEL COLLECTION－ 
*17 日本経済新聞 2017/6/29「今治タオル 戦略は販売量より付加価値」 
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